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はじめに 

 

 

 東北地域は、人口減少・少子高齢化が全国に先駆けて進展しているほか、首都

圏等への人口流出も継続している状況にあります。 

 それに加えて、本年になって起こった新型コロナウィルス感染症の拡大によ

って世界的に社会経済のあり方が大きな影響を受けており、東北地域における

社会経済情勢も今後大きく変化する可能性があります。 

 また、東日本大震災から９年余りが経過し、インフラ等の復旧はほぼなされま

したが、原子力災害被災地域の復興・創生等、まだ多くの課題が残されています。 

 

一方、現在、我が国においては、経済発展と社会的課題の解決を両立させる新

たな社会として、現実空間とサイバー空間が融合した Society 5.0 の実現が目

標とされ、また、コロナ禍後のニュー・ノーマル（新常態）にも対応した社会全

体のデジタル化を進めることが求められています。このため、情報通信技術（Ｉ

ＣＴ）を活用した、「働き方改革（テレワーク）」「学び改革（オンライン教育）」

「くらし改革」「防災×テクノロジーによる災害対応」「企業等のデジタル変革

（デジタル・トランスフォーメーション）」等の様々な取組が進められています。 

  

 東北総合通信局は、毎年度、東北地域におけるＩＣＴ／ＩｏＴ推進の現況を取

りまとめていますが、上述の新たな社会経済情勢を踏まえ、東北地域におけるＩ

ＣＴの利用の現状についての記述を追加することとしました。本年度版では、特

集として、総務省が実施した「令和元年通信利用動向調査」の結果を用い、東北

地域における情報通信サービスの利用状況の分析を行っています。 

 

 続く第一章では、東北総合通信局による東日本大震災からの復興・創生の支援

の状況、第二章では、防災・減災への取組の状況について記載しています。また、

第三章では、東北地域における情報通信の現況、第四章では、東北総合通信局等

による情報通信政策・制度の状況について記載しています。 

 

 東北総合通信局は、東北における Society 5.0 の実現等をめざし、ＩＣＴを

利活用した諸課題の解決等に向けた取組を推進してまいります。その際には、諸

機関の方々とともに取り組んでいくことが重要と考えておりますので、今後も

皆さまのご理解とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 本資料が、東北地域の情報通信の現状に関する皆さまのご理解を深める一助

となれば幸甚です。 

 

令和２年１０月 

                      東北総合通信局長 田尻信行 
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特集 東北地域における情報通信サービスの利用状況 

■ 東北地域においては、個人のインターネット利用率やスマートフォン保有率は他の地域と比較して低い。 

 また、企業におけるクラウドサービスの利用率も全国と比較して低い。 

 

■ 東北地域におけるテレワークについては、「実施したことがある」個人の割合、「導入済み」または「今後導 

 入を予定している」企業の割合とも、全国に比べて低い。 

 

■ 東北地域においては、全国と同様約８割の個人が、「インターネットの利用に不安を感じる」「どちらかとい 

   えば不安を感じる」としている。また、東北地域の約５割の企業がセキュリティ被害を受けている。 

 

■ 東北地域において、デジタルデータの収集・解析等のためＩoＴ・ＡＩ等のシステム・サービスを「導入してい 

   る」「導入予定がある」とした企業の割合は13.3％であり、全国に比べて約10ポイント低い。東北地域の企業  

   が導入しない理由として、半数以上の企業が使いこなす人材がいないことを挙げている。 

１．インターネットの利用状況 

 (1）インターネット利用率（個人）   

■ 東北地域のインターネット利用率は、83.3％と全国よりも約6ポイント低く、また、他のブロックと比較 

  してもインターネット利用率が低くなっている。ただし、平成30年度の東北地域のインターネット利用率 

   は72.4％であったことから、昨年調査（「平成30年通信利用動向調査」）よりも10ポイント以上、上昇し 

   ている。 

東北地域のインターネット利用率は83.3％。昨年調査（「平成30年通信利用動向調査」）より

も約10ポイント上昇している。 

(%) 

全国 北海道 東北 北関東 南関東 北陸 甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 

(n=37,182) (n=661) (n=5,251) (n=2,395) (n=2,667) (n=2,786) (n=3,107) (n=3,451) (n=4,366) (n=4,312) (n=2,947) (n=5,239) 

 東北総合通信局では、「令和元年通信利用動向調査」（総務省）の結果を活用して、東北地域における

情報通信サービスの利用動向等をまとめた。 

 調査結果のポイントは、以下のとおりである。 



 2 

 (2）保有するモバイル端末（個人）   

東北地域の「スマートフォン」保有率は56.4％であった。 

■ モバイル端末の保有状況をみると、東北地域においては、「スマートフォン」の保有率が  56.4％と 

   全国・他のブロックよりも低くなっており、スマートフォンの普及が他の地域と比  較して進んでいない 

   ことがうかがえる。 

 

■ 他方、携帯電話（ＰＨＳを含む）の保有率は、東北地域は24.8％であり、他地域との差はみられな 

   かった。 

(%) 

全国 北海道 東北 北関東 南関東 北陸 甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 

(n=42,744) (n=1,799) (n=2,981) (n=2,294) (n=12,344) (n=1,005) (n=1,740) (n=5,053) (n=6,959) (n=2,476) (n=1,276) (n=4,818) 

【参考：「平成30年通信利用動向調査」でのインターネット利用率（ブロック別）】 

 

全国 北海道 東北 北関東 南関東 北陸 

79.8% 76.1% 72.4% 78.2% 85.4% 75.5% 

甲信越 東海 近畿 中国 四国 九州・沖縄 

72.9% 79.7% 82.7% 76.2% 72.9% 74.5% 
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 (3）ＳＮＳの利用目的（個人）   

東北地域のＳＮＳの利用目的は、「従来からの知人とのコミュニケーションのため」「知りたいことにつ

いて情報を探すため」が多い。 

■ ソーシャルネットワーキングサービスの利用目的についてみると、東北地域の場合、全国と同様、 

  「従来からの知人とのコミュニケーションのため」(82.4％)、「知りたいことについて情報を探すため」 

  （64.5％）とした回答が多い。 

 

■ また、東北地域では「ひまつぶしのため」とした回答（33.0％）が、全国（36.7％)よりも約4ポイント 

  低い。 

 (4）インターネットの決済手段（個人）   

東北地方におけるインターネットで商品を購入する際の決済方法をみると、「代金引き換え」「コンビニエ

ンスストアでの支払い」とした回答が全国よりも多い。 

■ インターネットで商品を購入する際の決済方法は、東北地方では、「クレジットカード払い」（70.9％） 

 が全国よりも約9ポイント低く、また、「インターネットバンキング・モバイルバンキングによる振込」 

 （11.1％）が全国よりも約7ポイント低い。 

 

■ 他方、全国よりも「代金引換」が約7ポイント高く、また「コンビニエンスストアでの支払い」が約3ポイン 

  ト高くなっている。 

(%) 

86.9

63.6

14.9

12.7

24.8

6.0

36.7

3.0

82.4

64.5

13.1

11.5

23.6

4.4

33.0

4.0

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

従来からの知人とのコミュニケーションのため

知りたいことについて情報を探すため

新たな交流関係を広げるため

自分の情報や作品の発表のため

災害発生時の情報収集・発信のため

昔の友人・知人を探すため

ひまつぶしのため

その他

ＳＮＳの利用目的

全国(n=16,676) 東北(n=1,951)

（％） 

［複数回答］ 
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２．クラウドサービスの利用状況 

 (1）クラウドサービスの利用状況（企業）   

東北地域では、約半数の企業が、クラウドコンピューティングサービスを一部でも利用している。 

■ クラウドコンピューティングサービス（以下「クラウドサービス」という。）を一部でも利用している企業の 

 割合は、東北地域では、全国（64.7％）よりも約13ポイント低く、51.8％であった。 

 

■ また、東北地域ではクラウドサービスについて、「利用していないし、今後利用する予定もない」 

 （25.1％）とした企業が全国よりも約7ポイント高かった。 

27.0

36.1

24.8

28.6

13.4

10.4

25.1

17.9

9.7

6.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

東北(n=134)

全国(n=2115)

クラウドサービスの利用状況

全社的に利用している

一部の事業所又は部門で利用している

利用していないが、今後利用する予定がある

利用していないし、今後利用する予定もない

クラウドについてよく分からない

(%) 

79.8

25.3

24.6

40.5

17.7

16.8

15.5

0.6

1.1

70.9

31.9

23.7

43.9

11.1

16.6

13.6

0.6

0.7

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

クレジットカード払い（代金引換時の利用を除く）

代金引換

銀行・郵便局の窓口・ＡＴＭでの振込・振替

コンビニエンスストアでの支払い

インターネットバンキング・モバイルバンキングによる振込

通信料金・プロバイダ利用料金への上乗せによる支払い

電子マネーによる支払い

現金書留、為替、小切手による支払い

その他

インターネットで商品を購入する際の決済方法

全国(n=13,560) 東北(n=1,552)

(%) 

［複数回答］ 
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■ クラウドサービスについて、「非常に効果があった」「ある程度効果があった」とする企業の割合は、 

 東北地域では84.8％と、全国（85.5％）とほぼ同様であった。 

東北地域では、クラウドコンピューティングサービスについて、約８割の企業が「効果があった」として 

いる。 

 (2）クラウドサービスの効果（企業）   

(n=67) 

(n=1,319) 
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東北地域では、約５割の企業が「ファイル保管・データ共有」にクラウドコンピューティングサービスを利

用している。 

■ 利用しているクラウドサービスの内容は、東北地域では、「ファイル保管・データ共有」（46.6％）が最 

  も多く、次いで「社内情報共有・ポータル」（38.6％）、「給与、財務会計、人事」（35.3％）となった。 

 

■ なお、全国と比較すると、「電子メール」の利用（21.4％）は、約27ポイント低く（全国48.0％）、「スケ 

   ジュール共有」（22.5％）も約15ポイント低くなっている（全国37.3％）。 

 (3）利用しているクラウドサービスの内容（企業）   

56.0

48.0

43.0

37.3

35.7

31.4

18.4

15.4

12.5

11.4

11.2

10.2

9.6

8.1

5.7

5.5

1.9

7.9

46.6

21.4

38.6

22.5

35.3

19.0

9.1

7.6

6.4

4.3

3.3

7.2

7.3

7.4

0.8

9.4

2.6

8.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

ファイル保管・データ共有

電子メール

社内情報共有・ポータル

スケジュール共有

給与、財務会計、人事

データバックアップ

営業支援

取引先との情報共有

eラーニング

システム開発、webサイト構築

受注販売

生産管理、物流管理、店舗管理

プロジェクト管理

購買

認証システム

課金・決済システム

研究・開発関係

その他

利用しているクラウドサービスの内容

全国(n=1,445) 東北(n=78)
［複数回答］ 

(%) 
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 (4）クラウドサービスを利用しない理由（企業）   

クラウドサービスを利用しない理由は、東北地域では、約５割の企業が「情報漏えいなどセキュリティ

に不安がある」と回答している。 

■ クラウドサービスを利用しない理由は、東北地域では、「情報漏えいなどセキュリティに不安が 

   ある」 （49.7％）が最も高く、全国よりも18ポイント高かった。 

 

■ また、「ネットワークの安定性に対する不安がある」（23.9％）との回答も、全国より約9ポイント高 

   かった。  

(%) 

45.6

31.7

17.7

16.0

14.5

9.5

7.6

4.1

2.4

9.1

40.9

49.7

19.1

19.1

23.9

0.0

9.6

0.0

6.5

10.4

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

必要がない

情報漏えいなどセキュリティに不安がある

メリットが分からない

クラウドの導入に伴う既存システムの改修コストが大きい

ネットワークの安定性に対する不安がある

通信費用がかさむ

ニーズに応じたアプリケーションのカスタマイズができない

クラウドの導入によって自社コンプライアンスに支障をきたす

法制度が整っていない

その他

クラウドサービスを利用しない理由

全国(n=319) 東北(n=28)

(%) 

［複数回答］ 
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３．テレワークの実施状況 

 (1）テレワークの実施経験（個人）   

東北地域では、テレワークを実施したことのある個人は、約３％であった。 

■ 企業等に勤める15歳以上の個人のうち、テレワークを実施したことがあると回答した個人の割合 

   は、東北地域では3.4％であり、全国と比較して5ポイント低かった。 

 (2）テレワークを実施しない理由（個人）   

東北地域において、テレワークを実施しない理由として、「勤務先にテレワークできる制度がないため」

「テレワークに適した仕事ではないため」とした回答が、それぞれ約４割であった。 

■ 企業等に勤める15歳以上の個人のうち、テレワーク未実施者がテレワークを実施しない理由は、東 

  北地方では「勤務先にテレワークできる制度がないため」が41.0％となり、次いで「テレワークに適した 

  仕事ではないため」が38.2％となった。 

(%) 

8.4

91.6

3.4

96.6

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

テレワークをしたことがある テレワークはしたことがない

テレワークの実施経験

全国(n=23,885) 東北(n=3,228)

(%) 

(%) 

41.1

40.3

8.2

8.4

6.5

6.3

4.0

3.2

2.8

31.3

41.0

38.2

8.8

8.9

6.8

6.5

4.5

3.3

3.1

33.4

0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0

勤務先にテレワークできる制度がないため

テレワークに適した仕事ではないため

テレワーク用の執務環境が整備されていないため

テレワークの実施に適切な情報通信システムがないため

勤務先でテレワークができるかどうかわからないため

勤務先が適正に労務管理できないため

文書の電子化が進んでいないため

勤務先がテレワークをしにくい雰囲気のため

社内のコミュニケーションに支障があるため

その他

テレワークを実施しない理由

全国(n=20,944) 東北(n=2,859)

(%) 

［複数回答］ 



 9 

 (3）テレワークの導入状況（企業）   

東北地域では、「テレワークを導入している」「導入していないが今後導入予定がある」と回答した企業

が、合計で約1割であった。 

■ 東北地域では、「テレワークを導入している」、「導入していないが今後導入予定がある」と回答とし 

   た企業が13.8％であった。これは全国（29.6％）よりも、約16ポイント低かった。 

(n=134) 

(n=2,118) 
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 (4）テレワークの未実施理由（企業）   

東北地域では、テレワークを導入しない理由として、「テレワークに適した仕事がないから」とした回答

が約８割であった。 

■ テレワークを導入していない企業が、テレワークを導入しない理由は「テレワークに適した仕事がない 

  から」が84.3％と最も高く、全国よりも約10ポイント高かった。  

 

■ 他方、「業務の進行が難しいから」とした回答（12.7％）は、全国（22.3％）よりも約10ポイント低かった。 

(%) 

74.7

23.3

22.3

11.8

11.3

10.6

10.2

9.9

9.2

6.8

6.7

5.3

5.0

5.3

84.3

22.6

12.7

7.3

7.1

9.6

5.3

8.7

0.9

6.8

4.6

5.9

5.4

1.1

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

テレワークに適した仕事がないから

情報漏えいが心配だから

業務の進行が難しいから

顧客など外部への対応に支障があるから

社内のコミュニケーションに支障があるから

文書の電子化が進んでいないから

導入するメリットがよく分からないから

人事制度導入に手間がかかるから

社員の評価が難しいから

給与計算が難しいから

費用がかかりすぎるから

労働組合や社員から要望がないから

周囲の社員にしわ寄せがあるから

その他

テレワークを導入しない理由（企業）

全国(n=1,346) 東北(n=99)

(%) 

［複数回答］ 
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４．インターネット利用上の不安 

 (1）インターネット利用時における不安（個人）   

東北地域では、約８割の個人が、インターネットを利用していて「不安を感じる」「どちらかといえば不安

を感じる」としている。 

■ インターネットを利用している個人のうち、インターネットを利用していて「不安を感じる」「どちらかと 

  いえば不安を感じる」と回答した者の割合は、東北地域では合わせて75.0％となった。 

  これは、全国と比較しても同様（全国：75.0％）であった。 

34.5

36.7

40.5

38.3

15.2

15.1

9.8

9.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国(n=29,851)

東北(n=3,896)

インターネット利用上の不安の有無

不安を感じる どちらかといえば不安を感じる

どちらかといえば不安を感じない 不安を感じない

 (2）インターネット利用における不安の内容（個人）   

東北地方では、約９割の個人が、「個人情報やインターネット利用履歴の漏えい」について不安を感じて

いる。 

■ インターネット利用における不安の内容をみると、東北地方では、「個人情報やインターネット利用履 

  歴の漏えい」が87.2％と最も高く、次いで「コンピュータウィルスへの感染」（61.9％）、「架空請求やイン 

  ターネットを利用した詐欺」（53.8％）となっている。 

 

■ また、「電子決済の信頼性」への不安は35.0％と、全国（43.3％）よりも約8ポイント低かった。 
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 (3）情報通信ネットワークに対するセキュリティ被害と対応の状況（企業）   

東北地域では、約５割の企業が、情報通信ネットワークの利用に際して「何らかの被害を受けた」として

いる。 

■ 過去１年間の情報通信ネットワークの利用の際に発生したセキュリティ被害をみると、東北地域で 

   は、「何らかの被害を受けた」企業が46.3％となり、被害内容は「ウィルスを発見又は感染」（34.4％）、 

   次いで「標的型メールの送付」（24.9％）となった。 

55.2

44.8

36.7

33.7

2.7

9.4

2.4

0.4

1.2

1.7

46.3

53.7

34.4

24.9

0.9

7.2

1.2

0.0

0.2

0.0

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

何らかの被害を受けた

特に被害はない

ウィルスを発見又は感染

標的型メールの送付

不正アクセス

スパムメールの中継利用・踏み台

ＤｏＳ（ＤＤｏＳ）攻撃

ホームページの改ざん

故意・過失による情報漏えい

その他の被害

情報通信ネットワークの利用の際に発生した過去1年間の

セキュリティ被害の状況

全国(n=2,084) 東北(n=130)

(%) 

(%) 

88.4

62.6

51.9

46.8

44.1

43.3

20.9

13.0

12.1

2.4

87.2

61.9

53.8

48.8

42.1

35.0

23.5

14.3

11.6

2.9

0.0 20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

個人情報やインターネット利用履歴の漏えい

コンピュータウイルスへの感染

架空請求やインターネットを利用した詐欺

迷惑メール

セキュリティ対策

電子決済の信頼性

違法・有害情報の閲覧

コミュニケーション相手とのトラブル

インターネット依存

その他

インターネット利用で感じる不安の内容

全国(n=22,164) 東北(n=2,886)

(%) 

［複数回答］ 

［複数回答］ 
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５．ＩoＴ・ＡＩ等によるデジタルデータの収集・利活用状況 

 (1）ＩoＴ・ＡＩ等のシステム・サービスの導入企業（企業）   

東北地域では、ＩoＴ・ＡＩ等のシステム・サービスについて「導入している」「導入していないが導入予定が

ある」とした企業が、合計約1割であった。 

■ デジタルデータの収集・解析等のため、ＩoＴ・ＡＩ等のシステム・サービスを導入している企業の割合 

  は、東北地域では約8％となっており、導入予定の企業を含めると13.3％となっている。 

   これは全国（23.9％）よりも約10ポイント低くなっている。 

 (2）デジタルデータの収集・解析の目的（企業）   

東北地域では、ＩoＴ・ＡＩ等によるデジタルデータの収集・解析の目的について、「効率化・業務改善」とし

た回答が９割超であった。 

■ ＩoＴ・ＡＩ等によるデジタルデータの収集・解析の目的について、「効率化・業務改善」が97％。他方、 

  「顧客サービス向上」（20.0％）は全国よりも約14ポイント低かった。 

(%) 

14.1

8.2

9.8

5.1

65.4

76.0

10.7

10.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国(n=2,111)

東北(n=133)

ＩｏＴやＡＩ等のシステム・サービスの導入状況

導入している 導入していないが導入予定がある 導入していない わからない

83.5

13.9

25.0

15.9

34.0

8.4

97.0

0

17.7

17.0

20.0

0

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

効率化・業務改善

事業継続性

事業の全体最適化

新規事業・経営

顧客サービス向上

その他

デジタルデータの収集・解析の目的

全国(n=291) 東北(n=9)

(%) 

［複数回答］ 
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 (3）ＩoＴ・ＡＩ等のシステム・サービスの導入効果（企業）   

東北地域では、ＩoＴ・ＡＩ等の導入効果について、約９割の企業が「非常に効果があった」「ある程度効果

があった」と回答した。 

■ ＩoＴ・ＡＩ等のシステム・サービスの導入効果をみると、「非常に効果があった」とした回答が29.1％、 

   「ある程度効果があった」（56.2％）を含めると、85.3％となった。 

    これは全国よりも約6ポイント高かった。 

(n=9) 

(n=279) 
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 (4）ＩoＴ・ＡＩ等のシステム・サービスを導入しない理由（企業）   

東北地域では、ＩoＴ・ＡＩ等のシステム・サービスを導入しない理由として、「使いこなす人材がいないか

ら」とした企業が約５割であった（全国約44％）。 

■ ＩoＴ・ＡＩ等のシステム・サービスを導入しない理由では、東北地域では、「使いこなす人材がいないか 

   ら」（51.4％）が最も多かった。（全国では「導入すべきシステムやサービスが不明だから」（46.0％）とし 

   た回答が最も多かった。） 

 

■ なお、「利活用や導入に関する法令などの整備が不十分だから」とした回答が14％と、全国（4.4％） 

   よりも約10ポイント高かった。 

(%) 

46.0

43.7

39.7

33.0

14.2

4.4

10.4

46.9

51.4

39.8

35.8

23.4

14.0

3.3

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0

導入すべきシステムやサービスが不明だから

使いこなす人材がいないから

導入後のビジネスモデルが不明確だから

導入コスト、運用コストがかかるから

導入に必要な通信インフラなどが不十分だから

利活用や導入に関する法令などの整備が不十分だから

その他

ＩｏＴやＡＩ等のシステム・サービスを導入しない理由

全国(n=1,403) 東北(n=99) ［複数回答］ 

(%) 
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参考 

■ 通信利用動向調査について 

  通信利用動向調査は、世帯（全体・構成員）及び企業を対象とし、統計法（平成19年法律第53号）に基 

  づく一般統計調査として平成2年から毎年実施（企業調査は、平成5年に追加し、平成6年を除き毎年実 

  施。世帯構成員調査は、平成13年から実施。）しており、平成22年から世帯調査を都道府県別に実施し 

  ている。 

 世帯調査 企業調査 

調査時期 令和元年12月 

対象地域 全  国 

属 性 範 囲・調 査 の

単位数 

20歳以上（平成31年4月1日現在）の世帯主がい

る世帯及びその6歳以上の構成員 

公務を除く産業に属する常用雇用者規模100

人以上の企業 

調 査 対 象 数（有 効

送付数） 

40,592世帯（38,737世帯） 5,930企業（4,587企業） 

有効回収数（率） 15,410世帯（39,658人）[39.8％] 2,122企業[46.3％] 

調査事項 通信サービスの利用状況、情報通信関連機器の保有状況等 

調査方法 調査票を郵送により配布し、郵送またはオンライン（電子メール）により回収 

［令和元年通信利用動向調査の概要］ 

【留意事項】 

 ・調査時点は、令和元年9月末。 
 
 ・資料中の「ｎ」は、その質問に対する回答者数（比重調整前の集計数）である。 
 
 ・その他調査の詳細は、「総務省情報通信統計データベース」を参照のこと。 

  https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/index.html  
  
 ・本特集における東北地方のデータについては、公表されている通信利用動向調査の統計表を用い 

  て算出したものである。また、無回答を除いている。 



東北地域におけるＩＣＴ/ＩｏＴ推進の現状２０２０ 〈第 1 章〉 

第 1 章 東日本大震災からの復興・創生の着実かつ迅速な支援の実施  1 
 

第１章 東日本大震災からの復興・創生の着実かつ迅速な支援の推進 
 

政府は、「東日本大震災からの復興の基本方針」（平成２３年東日本大震災復興対策本部

決定）に基づき、平成２３年度から平成２７年度までの「集中復興期間」において東日本大震

災の被災地域の復旧・復興に向けて総力を挙げて取り組んだ。 
また、「復興・創生期間」における東日本大震災からの復興の基本方針」（平成２８年３月１

１日閣議決定）に基づき、平成２８年度から令和２年度までの「復興・創生期間」においては、

復興期間の「総仕上げ」に向けて、被災地の自立につながり、地方創生のモデルとなるような

復興を実現することを目指している。 
 
これらを踏まえ、東北総合通信局では、被災自治体が進める復興まちづくりに合わせた通

信・放送基盤の整備や、被災自治体が抱える課題に対応したＩＣＴ（情報通信技術）利活用の

促進を図るとともに、災害発生時の情報収集や避難指示等が確実に行えるネットワークの強

靭化等について取り組んできた。 
 
その結果、被災自治体からのニーズに対して、震災後９年間あまりにおいて、青森県、岩

手県、宮城県、福島県及び７８市町村に対し３６９事業（※）の復興支援を実施してきた。これ

により原子力災害被災地域を除いてこれらの被災自治体のニーズへの対応はほぼ完了した

状況である。 
（※ 被災地域情報化推進事業及び情報通信基盤災害復旧事業の事業数） 
 
また、『「復興・創生期間」後における新たな東日本大震災からの復興の基本方針』（令和

元年１２月２０日閣議決定）を踏まえ、「復興・創生期間」内の令和２年度内における支援を着

実に実施するほか、令和３年度以降は、原子力災害被災地域の被災自治体のニーズを中心

として復興支援を継続していく予定である。 
 

１ 東日本大震災に対する復興支援事業の概要 
 
東北総合通信局では、東日本大震災で被災を受けた以下の自治体に対して復興支援事

業を行っている。 
 

(1) 被災地域情報化推進事業（同事業のうち、復興街づくりＩＣＴ基盤整備事業） 
   ① 概要 

東日本大震災からの復興に向けた新たなまちづくりに合わせて、超高速ブロードバ

ンド、放送の受信環境及び公共施設等向け通信基盤・システムの整備等のＩＣＴ基盤

整備の支援を実施している。 
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復興街づくりＩＣＴ基盤整備事業は、次の４つのメニューがある。 
ア 共聴施設等整備事業：地上デジタル放送の難視地域に共聴施設を整備する事業 
    
・事業主体（※）：特定被災地方公共団体又はその連携主体 
・補助率：補助対象経費の１／３ 
・補助対象：①設備費として、鉄塔、局舎、外構施設、受電設備、送受信アンテナ、送

受信機、伝送用専用線、ケーブル、中継増幅装置、電源設備、警報装置、監視装置、

制御装置、測定器など。 ②用地取得費・道路費として、①の施設・設備を設置する

ために必要な用地及び道路の整備に要する経費など。 
※ 本事業を法人、協議会等又は共聴施設運営主体が行う場合は、特定地方公共

団体等が間接補助事業者として助成する事業として実施することができる。 
 
イ 地上ラジオ放送受信環境整備事業：地上ラジオの難聴地域にラジオ中継局を整

備する事業 
    
・事業主体（※）：特定被災地方公共団体又はその連携主体 
・補助率：補助対象経費の１／３ 
・補助対象：設備費として、鉄塔、局舎、外構施設、受電設備、送受信アンテナ、送受

信機、符号化設備、伝送路設備専用線、電源設備、警報装置、監視装置、制御装置、

測定器、及び前項に掲げる施設・設備を設置するために必要な用地及び道路の整備

に要する経費など。 
※ 本事業を法人、協議会等が行う場合は、特定地方公共団体等が間接補助事業者

として助成する事業として実施することができる。 
 
ウ ブロードバンド基盤整備事業：光ファイバ網等の超高速ブロードバンド基盤整備を

する事業。 
    
・事業主体：特定被災地方公共団体又はその連携主体 
・補助率：補助対象経費の１／３ 
・補助対象：設備費として、送受信装置、伝送路設備、無線アクセス装置、構内伝送

路、電源設備、鉄塔、センター・局舎施設、外構施設、ヘッドエンド装置、管理測定装

置、及び前項に掲げる施設・設備を設置するために必要な用地及び道路の整備に要

する経費など。 
 
エ 公共施設等情報通信環境整備事業：被災地域の復興と被災者の暮らしの再生を

実現するために必要な情報通信環境を整備する事業 
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・事業主体：特定被災地方公共団体又はその連携主体 
・補助率：補助対象経費の１／３ 
・補助対象：①設備費として、伝送路設備、情報通信端末、無線アクセス装置、送受信ア

ンテナ、送受信機、構内伝送路、電源設備、鉄塔、センター・局舎施設、外構施設、ヘッド

エンド装置、監視・観測装置、管理測定装置、及び前項に掲げる施設・設備を設置するた

めに必要な用地及び道路の整備に要する経費など。②企画・開発費として、プログラム開

発に係る役務費（設計を含む）、電子計算機使用料、ソフトウェア購入費、システムの要

件定義・要求仕様書の作成等のシステム整備に伴い必要な事務費など。 
 
 

＜被災地域情報化推進事業（復興街づくりＩＣＴ基盤整備事業）イメージ図＞ 
         

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ② 実績（令和２年５月末現在） 
  ア 令和元年度及び令和２年度の実績 
   （ｱ）令和元年度 

岩手県大船渡市、同県釜石市、福島県いわき市、同県浪江町の４団体に対し、

防災集団移転等の新たに整備することになった居住地区が地上デジタルテレビ放

送難視地域であったことから地上デジタルテレビ放送の受信環境を整備するため、

1(1)①アの共聴施設等整備事業の支援を行った（なお、大船渡市の事業について

は、防災集団移転事業への被災者公募がなかったため事業廃止となった）。 
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     ＜効果＞本事業の支援により、生活再建に不可欠であり住民にとって最も身近な

メディアである地上デジタルテレビ放送の視聴環境が確保された。 
 
   (ｲ)令和２年度 

令和２年度においても、令和元年度と同様に、岩手県大船渡市、同県釜石市、同県

山田町、福島県いわき市の４団体に対し、共聴施設等整備事業の支援を行うため、補

助金の交付決定を行った。 
 
＜効果＞本事業の支援により、生活再建に不可欠であり住民にとって最も身近なメ

ディアである地上デジタルテレビ放送の視聴環境が確保されることとなる。 
 

【事例】 福島県いわき市の共聴施設等整備事業の概要 

  ・対象地方公共団体：福島県 いわき市（豊間南協議会） 

  ・事業実施年度：平成２９年度、令和元年度、及び令和２年度 

  ・事業概要 

新たに整備した居住地区の豊間合磯地区は、地上デジタルテレビ放送が難視

聴の地区のため、本事業を活用し難視聴解消を図るため、地上デジタル放送の

伝送路（幹線）と各戸への引込み線の整備で、複数年度で実施。 

本事業の支援により、当該地区に移転する全ての世帯において、地上デジタ

ルテレビ放送の視聴環境が確保される。 

        

■ 平成２９年度及び令和元年度の事業額等（実績合算） 

事業額 3.9 百万円  補助額 1.3 百万円  整備世帯数 21 世帯  

     ■ 令和２年度の事業額等（令和２年４月交付申請時） 

       事業額 11.7 百万円  補助額 3.9 百万円  整備世帯数 65 世帯予定 
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＜いわき市の共聴施設等整備事業の整備イメージ図＞

 

 
イ 県別交付決定数（平成２３年度～令和２年５月末現在） 

青森県 岩手県 宮城県 福島県 合計 

4 件 
（4 市町） 

110 件 
（１県 16 市町村） 

122 件 
（1 県 34 市町村） 

72 件 
（1 県 22 市町村） 

308 件 
（３県 76 市町村） 

   
(2) 情報通信基盤災害復旧事業 

   ① 概要 
東日本大震災により被災した地域の超高速ブロードバンドサービス施設、ケーブル

テレビ等の有線放送施設及び公共施設間を結ぶ地域公共ネットワーク施設等のＩＣＴ

基盤の復旧支援を実施している。 
 
・事業主体：特定被災地方公共団体又はその連携主体 
・補助率（※）：新世代地域ケーブルテレビ施設整備事業で整備した事業の場合は、 

１／３ 
上記以外の情報通信基盤施設整備事業の場合は、２／３ 

・補助対象：アンテナ施設、ヘッドエンド設備、スタジオ施設、鉄塔、光電変換装置、

無線アクセス装置、衛星地球局等の施設及びこれに付帯する施設（伝送路、電源

設備、センター施設） 
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＜情報通信基盤災害復旧事業概要のイメージ図＞ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
② 実績（令和２年５月末現在） 

ア 令和元年度及び令和２年度の実績 
    （ｱ） 令和元年度 

東日本大震災により情報通信基盤（主に光ファイバ網）が被災した地区の復旧

を行うため、岩手県大槌町及び福島県浪江町に対し、本事業の支援(補助金の交

付決定)を行った。 
  

＜効果＞各地区とも世帯に接続されていた震災で損傷した光ファイバの復旧や、 

新たに住居建設する際に、光ファイバの整備を行い、ブロードバンド環境が

震災前と同様に良好に戻った。 
 

(ｲ) 令和２年度 
        令和２年度においても、令和元年度と同様に、岩手県大槌町及び宮城県気仙沼

市に対し本事業の支援を行うため、補助金の交付決定を行った。 
      

＜効果＞各地区とも前年度同様に、光ファイバ等の復旧により、ブロードバンド環境

が震災前と同様に良好に戻る見込みである。 
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【事例】 岩手県大槌町の情報通信基盤（光ファイバ網）整備の復旧事業の概要 

   ・事業実施年度 平成２４年度から令和２年度の９年度 

   ・事業概要  

東日本大震災により被災した情報通信基盤（主に光ファイバ網）の復旧によ

り、 被災した地区のブロードバンドサービス等の提供を再開するものであり、

土地区画等の復旧整備に併せ複数年度で実施してきた。 

令和２年度においても、これまでと同様に土地区画等の復旧整備が整った２

８世帯分の整備を実施するものである。 

本事業により移転準備が整った世帯においては、全ての世帯においてブロー

ドバンドサービス等の提供が受けられる環境となる見込みである。 
 

■ 平成２４年度～令和元年度の事業額等（実績合算） 

事業額 418 百万円  補助額 279 百万円   

■ 令和２年度の事業額等（令和２年４月交付申請時） 

      事業額 6.8 百万円  補助額 3.9 百万円  整備世帯数 28 世帯予定 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
イ 県別交付決定数（平成２３年度～令和２年５月末現在） 

 

 (3) 福島再生加速化交付金(帰還環境整備) （※本制度は復興庁予算によるもの。） 
  ① 概要 

原子力事故に伴い住民が避難したことによって、復興・再生に遅れが生じている地

域に対し、その復興・再生のための事業の実施を支援することにより、避難住民の早

期帰還を促進し、地域の再生を加速化することを目的とした事業を支援している。 
 

青森県 岩手県 宮城県 福島県 合計 

０件（０） 23 件（７市町村） 25 件（４市町） 13 件（6 市町） 61 件（17 市町村） 



東北地域におけるＩＣＴ/ＩｏＴ推進の現状２０２０ 〈第 1 章〉 

第 1 章 東日本大震災からの復興・創生の着実かつ迅速な支援の実施  8 
 

＜南相馬市の福島再生加速化交付金事業概要イメージ図＞ 

    ② 実績 

南相馬市が平成２８年度から平成３０年度の３年間において、避難指示区域の解除

された地域などに、地域のエリア放送局の置局を行い、家庭用テレビに対して行政情

報、地域情報、復興情報等を映像として提供する南相馬チャンネルの視聴エリアの拡

大のための基盤整備を実施した。 
 
＜効果＞南相馬市として、避難指示区域の解除された地域や新たにより多くのエリア

放送局を設置したこから、多くの市民に対し、これまで以上に行政情報、地域情

報、復興情報等を提供する住民サービスができた。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

(4) 原発避難区域における地上デジタルテレビ放送受信に関する支援事業 
   ① 概要 



東北地域におけるＩＣＴ/ＩｏＴ推進の現状２０２０ 〈第 1 章〉 

第 1 章 東日本大震災からの復興・創生の着実かつ迅速な支援の実施  9 
 

平成 27年度から、原発事故の規制区域に指定された場所に帰還される方々に対し

て、地上デジタル放送を視聴するための受信環境を整えるため、主に次の支援事業

を実施している。 
ア 新たな難視対策事業費補助事業 

(ｱ) 高性能アンテナ対策事業 
      難視聴世帯に高性能アンテナを 

設置し、地上デジタルテレビ放送を 
受信可能とする経費を助成する。 

                                 

(ｲ) 共聴施設対策事業及びケーブルテレビ等移行対策事業 
       共聴施設整備もしくはケーブルテレビ 

等に加入し、地上デジタルテレビ放送を 
受信可能とする経費を助成する。  

 
イ 暫定的難視聴対策事業費補助事業 

    高性能アンテナや共聴施設整備等が行われるまでの間、ワンセグチューナー、ま

たは衛星放送の受信機器の貸与等により、テレビジョン放送の視聴を可能とする。 
 

ウ 受信機器購入等対策事業費補助事業 
   地上デジタルテレビ放送を受信するための機器等が整備されていない世帯に、

受信に必要なチューナーの給付やアンテナ等の受信設備の改修に係る経費を助成

する。 
そのほか、受信アンテナ設置場所確認測定や難視世帯戸別訪問説明及び地域 

住民説明会の開催など、受信相談・支援、調査分析等を行う地上デジタルテレビ放

送普及促進事業等を実施している。 

 
 

なお、これらの事業は、総務省福島原発避難区域テレビ受信者支援センター（通称 

「デジサポ福島」）が行っている。 
 

   ② 実績 
    平成２７年度以降、地上テジタルテレビ放送受信の視聴困難世帯に対し、高性能ア

高性能アンテナ対策事業

 

共聴施設対策事業 

受信アンテナ設置場所確認

 

 

難視世帯戸別訪問説明 地域住民説明会 
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ンテナ対策事業１６４世帯、共聴施設対策事業及びケーブルテレビ等移行対策事業２

１６世帯の対策を実施し、地元福島県の地上波テレビ放送を視聴することが可能と

なった。また、これらの対策工事が行われるまでの間、４５世帯に対し、暫定的難視聴

対策事業費補助事業を実施した。 

また、避難区域に帰還したが、受信機器を持っていない等の理由により地上テジタ

ルテレビ放送を受信できなかった６０５世帯（一部上記視聴困難世帯と重複）に受信機

器購入等対策事業費補助事業を実施し、地上テジタルテレビ放送の受信が可能と

なった。 

 
２ 関係機関との連携による情報通信基盤の円滑な整備の促進 

東北総合通信局では、行政及び通信・放送等の関係機関で構成する「東日本大震災ＩＣ

Ｔ復興促進連絡会議」を平成２４年から開催（令和元年度は１回）し、復興まちづくり計画を

共有するとともに、防災集団移転促進事業等により整備された居住地区の通信・放送基

盤の整備に向けた調整を行ってきた。                          
特に、福島県については、原子力災害から復興を加速化する観点から「東日本大震災Ｉ

ＣＴ復興促進連絡会議」のもとに福島ワーキンググループ（※）を、平成２７年度から開催

（令和元年度は２回）し、復興まちづくりや帰還する住民のための ICT 利用環境整備に向

けた調整を行っている。 
今後、将来にわたって居住を制限するとされてきた帰還困難区域内で、避難指示を解除

し居住を可能とする特定復興再生拠点地域における帰還環境を整備促進する観点から、

ICT 利用環境に関し、関係団体等と課題の共有・検討を、本会議等を通じて実施していく

予定である。 
※ 福島ワーキンググループの構成員（事務局：東北総合通信局） 

【自治体】 福島県 
【電気通信事業者】 NTT 東日本、NTT ドコモ、KDDI、ソフトバンク、東北インテリ

ジェント通信 
【放送事業者】   福島県地上デジタル放送推進連絡会 
【国の機関等】   東北総合通信局、福島復興局、福島地方環境事務所 

 
 
 
 
 
 
 

 
福島ワーキンググループ会議の模様
(令和２年２月２０日) 

第 22 回東日本大震災ＩＣＴ復興
促進連絡会議の模様(令和元年
１０月９日) 
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第２章 防災・減災への取組 
被災から来年で１０年を迎える東日本大震災や昨年の台風第１９号などにより甚大な被害を経

験した東北地域では、これまで様々な復旧・復興の取組が行われてきたところであるが、新型コロ

ナウイルス感染症対策を行いつつ、引き続き、住民が豊かで安心・安全に暮らすことのできる地

域づくりを着実に進める必要がある。 

東北総合通信局では、令和元年台風第１９号等被害から得られた教訓を生かした防災・減災

対策の推進、災害情報等の正確・確実な伝達に向けた支援を掲げ、関係機関と連携しつつ防災・

減災対策に取り組んでいる。 

 

１ 防災・減災のための施策 
 

(1) 災害時における通信サービスの確保に関する電気通信事業者等との連携 

  総務省では、最近頻発している災害への対応の振り返りを踏まえ、災害時における通

信サービスの確保に向けて、平素から体制を確認し、より適切な対応を行うことができるよ

う総務省（本省）と電気通信事業者との間で「災害時における通信サービスの確保に関す

る連絡会」を設置し、併せて地方連絡会を適宜開催することとしている。   

  東北管内においては、令和元年１２月に当局と電気通信事業者（６事業者）を構成員と

して東北地方連絡会（第１回）を開催し、令和元年台風第１９号被害への当局及び電気通

信事業者の取組について情報共有を行った。また、令和２年３月には同連絡会部会を開

催し、本省連絡会における検討状況や令和元年台風第１５号・１９号被害を踏まえた今後

の取組について検討等を行った。 

 

(2) 東北地方非常通信協議会を通じた災害時における通信確保の取組 
「非常通信」は、電波法第５２条第４号において、「地震、台風、洪水、津波、雪害、火

災、暴動その他非常の事態が発生し、又は発生するおそれがある場合において、有線通

信を利用することができないか又はこれを利用することが著しく困難であるときに人命の

救助、災害の救援、交通通信の確保又は秩序の維持のために行われる無線通信」と規定

されており、また、同法第７４条の２では、「非常の場合における通信計画の作成、通信訓

練の実施その他の必要な措置を講じておかなければならない。」と規定されている。 
非常通信の円滑な運用を図るには、非常通信計画の策定、通信訓練の実施、その他

非常通信に関する周知・啓発に平素から取り組むことが重要であり、これらの活動のため

に昭和２６年７月に「中央無線通信協議会」が設立され、これに続き、地方、地区において

も順次協議会が結成された。平成７年４月には無線通信だけでなく有線通信を含めた非

常時の通信全般を取入れ、名称を「非常通信協議会」に変更し活動を続けている。 
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東北管内では、「東北地方非常通信協議会」（会長：東北総合通信局長）が設立されて

おり、国の機関、県、市町村、電気通信事業者、放送事業者などの無線局開設者や非常

通信と密接に関係のある機関など２５２団体で構成されている（令和２年３月末現在）。 
同協議会では、非常通信ルートの策定や非常通信訓練の実施、非常時における通信確

保のための通信体制、設備の点検等を行っている。 
  
   ① 東北地方非常通信訓練の実施 

令和元年度は、「東北地方非常通信訓練」（同協議会の独自の訓練）を、東日本大

震災の教訓を踏まえて見直された地方非常通信ルートにより実施し、令和元年６月１

２日の「みやぎ県民防災の日」に行われた宮城県非常通信訓練を皮切りに、令和２年

１月までに東北６県４６市町村２５機関が参加して訓練を行った。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

    ② 非常通信セミナーの実施 

東北総合通信局では、東北地方非常通信協議会等とともに「過去の災害を教訓とし

た対策や課題解決、防災・減災についての正しい知識の習得と防災意識の高揚を図

る。」こと等を目的に同協議会会員及び一般の方々を対象に「非常通信セミナー」を

毎年開催している。令和元年６月の非常通信セミナーでは「北海道胆振東部地震とブ

ラックアウトを振り返る」と題した講演を行い、同年１１月には「インバウンド観光客に

対する災害時の支援内容について」のセミナーを開催した。 
 

（3） Ｌアラートの普及推進 
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Ｌ（Local）アラートとは、地方公共団体等が発出した避難指示や避難勧告といった災

害関連情報をはじめとする公共情報を放送局等多様なメディアに対して一斉に送信する

ことで、災害関連情報の迅速かつ効率的な住民への伝達を可能とする共通基盤であ

る。 
Ｌアラートの利用者は主に、地方公共団体や災害等公共情報を発信する官公庁、団

体、公共サービスを提供する民間事業者などＬアラートに対して災害関連情報やライフ

ライン関連情報等を発信する者（情報発信者）と放送事業者や新聞社、通信社、イン

ターネット上のポータルサイトを運営する事業者などＬアラートからそれら情報を受信し、

住民に伝達する者（情報伝達者）であり、全国の情報発信者が発信した情報を、地域を

越えて全国の情報伝達者に一斉に配信できるので、地域住民等はテレビ、ラジオ、携帯

電話、ポータルサイト等の様々なメディアを通じて情報を入手することが可能になる。 
総務省では、災害時における、より迅速かつ効率的な情報伝達実現のため、Ｌアラー

トの一層の普及・活用を推進している。 
なお、L アラートは、平成３１年４月から福岡県が運用を開始したことにより、全４７都

道府県での運用が実現し、災害情報インフラとして一定の役割を担っている。 
（※ 東北管内では、平成２８年４月から岩手県及び山形県が運用を開始し、全６県で運用

されている。） 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 各種防災訓練への参加等 

東北総合通信局では、広域防災訓練及び各県総合防災訓練等へ積極的に参加し、各県
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危機管理部署、通信事業者及び防災関係機関等と対面で訓練を行うことにより、災害が発

生した際の円滑な関係を構築している。 

 令和元年度は、①阿武隈川上流総合水防演習（令和元年５月２６日）、②「みやぎ県民防

災の日」総合防災訓練（令和元年６月１２日）、③青森県総合防災訓練（令和元年８月２７

日）等に参加し、県庁へのリエゾン派遣訓練や移動通信機器等の展示などを行った。 

  また、令和元年１１月１０日・１１日に開催された『第１０回「震災対策技術展」東北』に参

加し、移動通信機器等の展示のほか災害時における東北総合通信局の取組について講

演を行った。 

 

２ 東北総合通信局における災害対策支援メニュー 
東北総合通信局では、災害が発生した場合の地方公共団体における通信手段の確保

を支援するため、以下のメニューを用意している。 

 

 ① 災害対策用移動通信機器の無償貸与 

     災害発生時には、被災情報の収集伝達、応急復旧活動等に際して、移動通信機器が

不可欠である。このため、被災した地方公共団体等に対し、衛星携帯電話、ＭＣＡ端末、

デジタル簡易無線機等を無償貸与している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

■ 衛星携帯電話 

通信用人口衛星を直接経由して音声通話やデータ通信を行う携帯電話。通信経路に衛星

を使うことから地震や津波などによる地上の災害の影響を受けにくい。上空からの電波を捉え

※可搬型蓄電池は、無線機とのセットで

貸出し 

【仕様】 

・外形 W320×H514×D685(mm) 

・重さ 52Kg  ・蓄電池容量 2.5KWh 
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られる場所であれば、通信インフラが整備されていない山間部などであっても他の携帯電話

や固定電話との通信が可能。災害現場での非常用通信手段として広く利用されている。 

■ MCA 端末（Multi Channel Access） 

   複数の無線チャネルを多数の利用者が共用し、接続要求に応じて空チャンネルに切り替え  

 て通信を行うことができる端末。通信可能範囲は中継局を中心に半径 20～40ｋｍ。 

■ デジタル簡易無線機 

   端末同士でグループ又は個別に直接通信を行う無線機。通信可能距離は地形等により違

うが、１～５㎞程度。 

 

 ② 災害対策用移動電源車の貸与 

     平成２３年に発生した東日本大震災では、商用電源の枯渇により通信ができない状況

が発生した。このため、東北総合通信局では、非常時における電気通信設備の電源を確

保すべく、災害対策用移動電源車を配備し、地方公共団体及び電気通信事業者等へ貸

与する体制を整備している。 

貸与条件等：地方公共団体には無償で貸与（民間事業者には、適切な対価によって貸与） 

※ 貸与後の燃料は、使用者が手配する必要がある。 

 

【災害対策用移動電源車の概要】 

定格出力 単相 5.5kVA 

定格電圧 単相 100V 

周 波 数 50Hz/60Hz 共用 

稼働時間 36 時間程度(1/2 負荷時) 

発電機使用燃料 無鉛レギュラーガソリン 

想定対象設備 小規模の電気通信設備、放送用

送信設備など 

 ※電源の取り口は、一般的な 

コンセントタイプ 

 ※圧着端子コネクタも用意 

 

③ 臨時災害放送局用機器の無償貸与 

災害発生時等においては、地域住民は、災害の状況だけでなく、生活再建のための行

政の支援策など様々な情報が必要となる。 

東北総合通信局では、地方公共団体等がラジオ放送を通じて、被災者向けの情報を

伝達できるよう、臨時災害放送局用機器を無償で貸与している。 

なお、臨時災害放送局用機器は、電波法に基づく無線局（放送局）の免許が必要であ

り、また、運用には、第一級総合無線通信士又は第二級陸上無線技術士以上の資格を



東北地域におけるＩＣＴ/ＩｏＴ推進の現状２０２０ 〈第２章〉 

第２章 防災・減災への取組  16 
 

有する無線従事者の選任が必要である。 

 

【臨時災害放送局用機器の諸元】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ④ 非常災害時における迅速な無線局の免許・変更手続 

   災害発生時には、住民の安全確保や救援活動のための無線局を速やかに確保するこ

とが極めて重要である。 

このため、東北総合通信局では、非常災害時における重要通信の疎通の確保を図るた

め、無線局の開設、周波数の指定変更、無線設備の設置場所等の変更を行う必要がある

場合において、 緊急やむを得ないと認められるものについては、電話等迅速な方法によ

る申請及び許可を行う特例措置（いわゆる「臨機の措置」）を行っている。 

なお、当該措置による免許や変更の許可を受けた場合は、後日所定の手続きによる申

請等を行わなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

送信部諸元（ＦＭ送信機） 

外形重量 幅 504mm 高 302mm 奥行 655mm 29.5kg 

送信可能周波数 76.1 ～ 94.9MHz 

送信出力 10～100W 

電波型式 F3E 及び F8E（モノラル及びステレオ） 

消費電力 300W 

空中線系 ダイポールアンテナ、伸縮マスト(1.3m～

4.7m)、同軸ケーブル 20m、ダミー抵抗（自

然空冷式） 

音声調整装置諸元 

外形重量 幅 504mm 高 302mm 奥行 654mm 27.5kg 

音声ミキサ CD プレーヤー、USB ポート、5ch ミキシン

グ入力(XLR 端子) 

付属装置 マイクロフォン（スタンド付き）、ヘッドフォ

ン、電源ケーブル（ドラム 30m）等 
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【非常災害時における迅速な無線局の免許・変更等手続のイメージ】 

＜申請者からの電話など迅速な方法で手続が可能＞ 

 

⑤ 災害発生時における自治体等への職員の派遣 

東北総合通信局では、東北管内において大規模な自然災害等が起こった場合、災害

対策現地情報連絡員（リエゾン）として、当局から職員を自治体等に派遣している。派遣

する職員は、総務省が令和２年６月に立ち上げた「総務省・災害時テレコム支援チーム

（MIC-TEAM）」の一員として位置付けられている。 

自治体等に派遣する職員は、政府の現地対策本部（非常災害現地対策本部又は緊急

災害現地対策本部）や県・市町村の現地災害対策本部等において、主に情報通信手段

の確保に関する様々な被災現場ニーズへの対応や、自治体・電気通信事業者等との調

整、必要に応じた災害対策用移動通信機器や移動電源車の搬送等を行っている。 

 

３ 令和元年度における東北総合通信局の災害対応 

 

（1） 令和元年台風第１５号対応 

総務本省を通じた千葉県からの移動電源車の貸与要請により、千葉県香取郡神崎

町に移動電源車（東北総合通信局保有）を貸与した（令和元年９月１１日～１０月３日の

間）。また、東北電力株式会社に対し、いわゆる「臨機の措置」により陸上移動局の移動

範囲の変更を行った。  

【令和元年台風第 15 号による被害】 

令和元年台風第 15 号は、令和元年 9 月 9 日 3 時前に三浦半島付近を通過して東京湾

を進み、同 5 時前に強い勢力で千葉市付近に上陸した。その後、9 日朝には茨城県沖に

抜け、日本の東海上を進んだ。台風の接近・通過に伴い、伊豆諸島や関東地方南部を中

心に猛烈な風雨となった。 

 

東北総合通信局② 電話等による免許の付与等
（後日、正式な免許・変更等の
書面手続きが必要）

① 電話等による申請

非常災害時において、
無線局の開設や変更を
必要とする方
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 特に、千葉市で最大風速 35.9メートル、最大瞬間風速 57.5メートルを観測するなど、

多くの地点で観測史上１位の最大風速や最大瞬間風速を観測する記録的な暴風と

なった。千葉県では最大供給支障戸数（東京電力）約 934,900 戸の停電が発生した。 

（被害情報は内閣府資料（令和元年１２月５日）による。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）令和元年台風第１９号対応 

宮城県伊具郡丸森町及び福島県いわき市に対し、無線機器の無償貸与を実施し、株式

会社 NTT ドコモに対し、いわゆる「臨機の措置」により衛星基地局の免許を付与した。また、

岩手県庁、宮城県庁及び福島県庁へリエゾンを派遣した（岩手県庁は令和元年１０月１３

日～１０月１６日の間、宮城及び福島県庁は令和元年１０月１３日～１０月１８日の間）。リエ

ゾンは、情報通信関係の被災・復旧状況の把握、無線機器などの貸与要望の確認等を

行った。 

これらの災害の教訓を生かし、通信サービスの早期復旧を図るため、電気通信事業者等

との間で災害時の連絡体制や対応手順の確認等を行うなど、「災害時における通信サービ

スの確保に関する東北地方連絡会」を設置し連携を強化した。 

【令和元年台風第 19 号による被害】 

令和元年台風第 19 号は、令和元年 10 月 12 日に大型で強い勢力で伊豆半島に上陸

した後、関東地方を通過し、13 日に東北地方の東海上に抜けた。台風本体の発達した雨

雲や台風周辺の湿った空気の影響で、静岡県や新潟県、関東甲信越地方、東北地方を

中心に広い範囲で記録的な大雨となった。 

 国管理河川では堤防決壊が 14 箇所。県管理河川では堤防決壊が 128 箇所に及ん

だ。東北地域では、阿武隈川水系や北上川水系などで堤防決壊が起き、同地域の死

者・行方不明者 61 名、住家の全壊・半壊 18,185 棟などの被害が発生した。 

（被害情報は内閣府資料（令和２年４月１０日）による。） 

 

令和元年台風第 15 号による被害（千葉県山武市） 

出典：国土交通省関東地方整備局ホームページ  
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令和元年台風第 19 号による被害（宮城県丸森町） 

出典：「広報まるもり令和元年 12 月号」 

（令和元年 10 月 13 日 6:20 庁舎屋上から） 



東北地域におけるＩＣＴ/ＩｏＴ推進の現状２０２０ 〈第３章〉 

第３章 情報通信の現況  20 
 

第３章 情報通信の現況 

 

１ 電気通信事業の現況 

 

(1) 電気通信事業者 

全国では、登録事業者３２７者、届出事業者２０，６２０者が電気通信サービスを提供して

いる。このうち東北総合通信局に登録・届出している電気通信事業者は、登録事業者１１

者、届出事業者６０１者である。   

              東北管内の電気通信事業者（登録事業者）の主な提供サービス 

事業者名 主な提供サービス 

東北インテリジェント通信株式会社 広域ｲｰｻﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽ、ATM 交換ｻｰﾋﾞｽ、LPWA 等 

株式会社ニューメディア FTTH、ＣＡＴＶｱｸｾｽｻｰﾋﾞｽ、地域ＢＷＡ等 

株式会社秋田ケーブルテレビ FTTH、ＣＡＴＶｱｸｾｽｻｰﾋﾞｽ、地域ＢＷＡ等 

株式会社ダイバーシティメディア FTTH、ＣＡＴＶｱｸｾｽｻｰﾋﾞｽ、ＩＰ電話等 

岩手ケーブルテレビジョン株式会社 ＣＡＴＶｱｸｾｽｻｰﾋﾞｽ、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｻｰﾋﾞｽ等 

仙台ＣＡＴＶ株式会社 FTTH、ＣＡＴＶｱｸｾｽｻｰﾋﾞｽ、MVNO 等 

宮城ケーブルテレビ株式会社 FTTH、ＣＡＴＶｱｸｾｽｻｰﾋﾞｽ、MVNO 等 

株式会社八戸テレビ放送 FTTH、ＣＡＴＶｱｸｾｽｻｰﾋﾞｽ、地域ＢＷＡ等 

ニューデジタルケーブル株式会社 ＩＰ電話、ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ接続ｻｰﾋﾞ、MVNO 等 

アンデックス株式会社 地域ＢＷＡ等 

株式会社ネットワークス サービス停止中 

 

(2) 電気通信サービス    

ア 光ファイバの整備状況 

光ファイバはデータを伝える速度が速く、一度に送れるデータ量も多い。また、信号

の損失も少ないため、長距離伝送が可能である。 

  このため、光ファイバ網はＩＣＴインフラの中核をなすものであり、地域住民のイン

ターネット利用に留まらず、企業・産業の様々な生産活動、医療・福祉・教育といった

公共サービスやアプリケーションを遠隔で提供するインフラともなっている。 

  また、光ファイバ網は、携帯電話ネットワークの基地局等のエントランス回線として

重要な伝送路となっており、今後の５G等の次世代無線通信網の整備においても重要

な役割を果たすことになる。 

 

   全国の光ファイバの整備率（世帯カバー率）は、平成３１年３月末時点で９８．８％（未

整備世帯： ６６万世帯）となっている。 

   東北地域の光ファイバ整備率をみると、青森県９９．０％、岩手県９５．５％、宮城県 
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９９．７％、秋田県９７．５％、山形県９９．２％、福島県９９．１％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ ブロードバンド 

    ブロードバンド加入契約数（平成２４年度から３．９Ｇの契約数を集計項目として追加）

は、令和元年度末において、全国で２億６，５０３万件に達し、前年度末から約２，１９０

万件増加（対前年度比９％増）している。 

  

近年のブロードバンドのアクセスサービスの特徴的な点は、３．９－５Ｇの急速な契

約数の伸びであるが、平成３０年度より３．９―５G サービスの県別データを集計しなく

なったことから、東北管内のブロードバンド加入契約数の総数については不明である。 

 

 東北管内では、ＦＴＴＨ（Fiber To The Home）アクセスサービスの契約数（令和元年

度末）は、約２１０万件（対前年度比４．２％増）となっている。 

また、ＣＡＴＶアクセスサービスの契約数（令和元年度末）は、約１２万件（対前年度

比２．３％減）となっている。 

 

また、ＢＷＡ（Broadband Wireless Access）サービス（「ＷｉＭＡＸ」等。以下「ＢＷＡ」。）

は、広帯域移動無線アクセスシステムを用いて接続するインターネット接続サービスで

ある。 

ＢＷＡは、近年契約数が着実に増加しており、東北管内では、約３３６万件（対前年

度比４．８％増）となっている。 

 

全国のブロードバンド加入契約数                  

 （ＦＴＴＨ、ＤＳＬ、ケーブルインターネット、ＦＷＡ、ＢＷＡ、第３．９-第５世代携帯の合計） 

                                               （単位：件） 

 平成２９年度末 平成３０年度末 令和元年度末 

全国 218,297,276(+15.7%) 243,132,864(+11.4%) 265,031,641(+9.0%) 
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東北管内（都道府県別）のＦＴＴＨアクセスサービスの契約数     （単位：件） 

 平成２９年度末 平成３０年度末 令和元年度末 

青森県 248,146(+4.7%) 260,032(+4.8%) 273,762(+5.3%) 

岩手県 260,745(+4.5%) 273,584(+4.9%) 288,495(+5.5%) 

宮城県 553,777(+3.3%) 570,113(+2.9%) 590,899(+3.6%) 

秋田県 201,271(+5.6%) 213,851(+6.3%) 225,002(+5.2%) 

山形県 234,506(+3.7%) 244,369(+4.2%) 251,650(+3.0%) 

福島県 440,596(+4.0%) 459,055(+4.2%) 475,222(+3.5%) 

合 計 1,939,041(+4.1%) 2,021,004(+4.2%) 2,105,030(+4.2%) 

（参考）全国 30,608,481(+3.9%) 31,674,162(+3.5%) 33,089,591(+4.5%) 

   （カッコ内は対前年度比） 

 

 

 

東北管内のアクセスサービスごとの契約数（令和元年度末） 
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東北管内（都道府県別）のＤＳＬアクセスサービスの契約数     （単位：件） 

 平成２９年度末 平成３０年度末 令和元年度末 

青森県 26,488(▲14.4%) 20,650(▲22.0%) 15,935(▲22.8%) 

岩手県 25,510(▲13.9%) 20,535(▲19.5%) 15,915(▲22.5%) 

宮城県 35,359(▲15.4%) 28,168(▲20.3%) 22,831(▲18.9%) 

秋田県 19,349(▲13.9%) 14,681(▲24.1%) 11,317(▲22.9%) 

山形県 19,476(▲15.2%) 14,398(▲26.1%) 11,006(▲23.6%) 

福島県 32,533(▲13.9%) 25,300(▲22.2%) 20,429(▲19.3%) 

合 計 158,715(▲14.5%) 123,732(▲22.0%) 97,433(▲21.3%) 

（参考）全国 2,146,482(▲14.6%) 1,729,646(▲19.4%) 1,397,840(▲19.2%) 

   （カッコ内は対前年度比） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（件） 
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東北管内（都道府県別）のＣＡＴＶアクセスサービスの契約数    （単位：件） 

 平成２９年度末 平成３０年度末 令和元年度末 

青森県 12,403(▲1.2%) 11,646(▲6.1%) 10,236(▲12.1%) 

岩手県 9,702(▲3.4%) 9,166(▲5.5%) 9,033(▲1.5%) 

宮城県 71,675(+2.6%) 72,919(+1.7%) 74,296(+1.9%) 

秋田県 18,850(▲17.0%) 14,455(▲23.3%) 9,847(▲31.9%) 

山形県 14,948(+2.8%) 15,570(+4.2%) 16,476(+5.8%) 

福島県 214( - ) 794(+271.0%) 1,841(+131.9%) 

合 計 127,792(▲1.5%) 124,550(▲2.5%) 121,729(▲2.3%) 

（参考）全国 6,879,331(+0.5%) 6,834,751(▲0.6%) 6,710,598(▲1.8%) 

   （カッコ内は対前年度比。平成 29 年度末の福島県は前年度末の数値がゼロのため、 

対前年度比なし。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

東北管内（都道府県別）のＢＷＡアクセスサービスの契約数     （単位：件） 

 平成２９年度末 平成３０年度末 令和元年度末 

青森県 364,766(+18.7%) 414,929(+13.8%) 435,645(+5.0%) 

岩手県 332,238(+19.1%) 376,884(+13.4%) 394,579(+4.7%) 

宮城県 911,169(+17.5%) 1,032,225(+13.3%) 1,047,968(+4.1%) 

秋田県 246,580(+17.8%) 277,909(+12.7%) 291,013(+4.7%) 

山形県 330,069(+18.7%) 375,592(+13.8%) 397,531(+5.8%) 

福島県 655,449(+17.5%) 733,169(+11.9%) 769,881(+5.0%) 

合 計 2,840,271(+18.,0%) 3,210,708(+13.0%) 3,363,617(+4.8%) 

（参考）全国 58,226,305(+21.6%) 66,240,686(+13.8%) 71,205,864(+7.5%) 

   （カッコ内は対前年度比） 
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東北管内（都道府県別）のＦＷＡアクセスサービスの契約数     （単位：件） 

 平成２９年度末 平成３０年度末 令和元年度末 

青森県 0( - ) 0( - ) 0( - ) 

岩手県 56(▲9.7%) 56(±0%) 51(▲8.9%) 

宮城県 13(▲7.1%) 16(+23.1%) 16(±0%) 

秋田県 0( - ) 0( - ) 0( - ) 

山形県 0( - ) 0( - ) 0( - ) 

福島県 39(▲9.3%) 39(±0%) 35(▲10.3%) 

合 計 108(▲9.2%) 111(+2.8%) 102(▲8.1%) 

（参考）全国 4,862(▲17.4%) 4,576(▲5.9%) 4,343(▲5.1%) 

   （カッコ内は対前年度比。ＦＷＡとは、固定された利用者端末を無線でネットワークに接続

するアクセスサービス。） 

 

ウ 移動通信 

    ① 携帯電話エリア整備状況 

携帯電話エリアの整備は着実に進められてきており、全国における携帯電話サー

ビスエリア外の人口（以下「エリア外人口」という。）は、平成３０年度末で１．３万人と

なっている。（人口カバー率（携帯電話サービスエリア内の人口の割合）は９９．９

９％） 

       なお、東北管内のエリア外人口は約５，７００人（平成３０年度末）となっている。 
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       東北管内の携帯電話サービスエリア外人口と人口カバー率   

       エリア外人口(人) 人口カバー率(％) 

青森県 27    100.00   

岩手県 3,053    99.76   

宮城県 302    99.99   

秋田県 328    99.97   

山形県 190    99.98   

福島県 1,849    99.90   

合  計 5,749   99.94   

 

    ② 移動通信契約数 

移動通信は、通信料金の低廉化やＭＶＮＯの普及が進んだこともあり、その契約数

は日本の総人口を上回っている。携帯電話･BWA 等の移動通信全体の契約数は令

和元年度末で全国２５，７７２万件(対前年度比４．７％増)、東北管内で１，２２５万件

（対前年度比０．３％増）となっている。 

このうち、携帯電話の契約数は、令和元年度末で全国１８，４９０万件(対前年度比

４．０％増)、東北管内で８８４万件（対前年度比１．４％増）となっている。 

 

                  移動通信全体の加入契約数の推移       （単位：件） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末 令和元年度末

東　北 8,673,228 8,854,595 8,812,019 8,842,679

全　国 162,729,770 170,192,035 177,816,158 184,897,870

東　北 115,145 80,446 56,898 41,395

全　国 3,355,993 2,597,955 2,056,636 1,616,239

東　北 2,407,013 2,840,269 3,210,708 3,363,617

全　国 47,887,838 58,226,305 66,240,683 71,205,864

東　北 11,195,386 11,775,310 12,079,625 12,247,691

全　国 213,973,601 231,016,295 246,113,477 257,719,973
移動通信全体

携帯電話

BWA

PHS
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携帯電話加入契約数の推移           （単位：件） 

 

 

 

 

 

 ③ 第５世代移動通信システム（５Ｇ）の商用サービス 

第５世代移動通信システム（５Ｇ）について、携帯電話事業者各社は、令和２年３月

の本格的商用サービス開始に向け、令和元年秋以降、プレサービスの提供を実施し

た。例えば、５G が持つ特長である「超高速・大容量」や「超低遅延」を活かしたラグ

ビーワールドカップにおけるマルチアングル視聴体験（岩手県釜石市）、総務省による

「令和元年度 ５G 総合実証試験」のひとつとして「勾当台公園市民広場（宮城県仙台

市）における５G 回線を経由した「リアルタイムライブストリーム配信伝送」などが行わ

れた。 

平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末 令和元年度末

東　北 8,673,228 8,854,595 8,812,019 8,842,679

全　国 162,729,770 170,192,035 177,816,158 184,897,870
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令和２年３月、NTT ドコモ、KDDI 及びソフトバンクが相次いで 5G の商用サービスを

開始した。 

 

エ 固定電話 

加入電話・ＩＳＤＮなどの固定電話は、携帯電話等の急速な普及と反比例するように、

全国、東北管内ともに平成１７年度以降は大幅に減少してきている。 

全国の加入電話・ＩＳＤＮ契約数は、令和元年度末で１，８４６万件加入と、前年同期

から１５０万件減少（対前年度比７．５％減）しており、東北管内でも、１４３万件加入と

前年度末から１１万件減少（対前年度比７．１％減）している。     

一方、ＩＰ電話は、ＦＴＴＨ、ＤＳＬ等のブロードバンドアクセス網の普及や定額料金

サービスの導入により需要が伸びている。全国の利用者数は、令和元年度末で４，４１

３万件と、前年同期から７２万件増加（対前年度比２％増）している。 

 

     加入電話及びＩＳＤＮの加入契約数の推移     （単位：万件） 

 

 

 

 

 

 

２ 放送事業の現況 

 

我が国では、ＮＨＫ、民間放送事業者、放送大学学園等が放送を行っている。 

放送事業は、大きく地上系、衛星系、ケーブルテレビに分類され、それぞれテレビジョン放

送やラジオ放送、データ放送等のサービスを提供しており、東北管内ではＮＨＫ及び民間放

送事業者が地上系及びケーブルテレビのサービスを提供している（衛星系は東北管内を含

む全国を対象にサービスを提供している）。 

 

(1) 地上放送 

ア 放送事業者数 

東北管内では、ＮＨＫのほか、民間放送事業者として、テレビジョン放送事業者１７社、

中波ラジオ（ＡＭ）放送事業者１社、超短波（ＦＭ）放送事業者４８社（うちコミュニティ放送

事業者４２社）、テレビジョン放送・ラジオ放送兼営放送事業者５社となっている。 

また、全国でサービスを提供している短波放送のほか、渋滞や交通規制などの道路交

通情報（ＶＩＣＳ情報）を提供する文字放送のサービスが管内において提供されている。 

 

平成28年度末 平成29年度末 平成30年度末 令和元年度末

東　北 174 165 154 143
（加入電話） 158 150 141 131
（ＩＳＤＮ） 16 15 13 12

全　国 2,298 2,135 1,996 1,846
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東北管内の民間放送事業者数（令和２年３月末現在） 

 

 

 

 

 

※ 東北管内を含む全国を対象にサービスを行っている事業者は計上していない。 

 

東北管内の民間地上テレビジョン放送事業者 

 

イ 放送局数 

東北管内の県域放送局数は、広大な面積と複雑な地形等を有する東北地域全体をカ

バーするため、地上デジタルテレビジョン放送局１，７２９局、中波（ＡＭ）放送局１０２局、

超短波（ＦＭ）放送局（県域）１１３局が開設されている。また、市町村を主な放送エリアと

し、地域に密着した情報や防災情報等を提供するコミュニティ放送１２９局が開設されて

いる。 

 

東北管内の地上系放送局数（令和２年３月末現在）    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 衛星放送 

 令和元年度末時点で放送を行っている衛星放送事業者数は、ＢＳ放送については２２

開局順 青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県
１ 青森放送 ＩＢＣ岩手放送 東北放送 秋田放送 山形放送 福島テレビ
２ 青森テレビ テレビ岩手 仙台放送 秋田テレビ 山形テレビ 福島中央テレビ
３ 青森朝日放送 岩手めんこいテレビ 宮城テレビ放送 秋田朝日放送 テレビユー山形 福島放送
４ － 岩手朝日テレビ 東日本放送 － さくらんぼテレビジョン テレビユー福島

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 東　北
2 3 3 2 3 4 17

中波（ＡＭ）放送 － － － － － 1 1

 コミュニティ放送 5 8 12 6 4 7 42
1 1 1 1 1 － 5
9 13 17 10 9 13 71

1 1

区　　　　分

合　　　　計

　　テレビジョン放送（単営）

超短波（ＦＭ）放送
（県域放送）

テレビジョン放送・ラジオ放送（兼営）

　　ラジオ放送
　　　（単営）

1 1 1 1 6

青森県 岩手県 宮城県 秋田県 山形県 福島県 東　北
総合 47 61 46 53 32 69
教育 46 61 46 53 32 69

46 61 46 53 32 69
46 61 46 51 31 69
46 61 46 51 29 69
－ 61 46 － 25 69
231 366 276 261 181 414 1,729

第１ 7 9 4 8 6 9
第２ 3 6 2 4 4 6

6 7 4 6 6 5 34
超短波（ＦＭ）放送局 6 23 5 13 9 17 73
（県域放送局） 5 12 5 9 4 5 40

10 37 28 22 10 22 129
- 1 - 3 - - 4
2 8 1 1 1 8 21
39 103 49 66 40 72 369
270 469 325 327 221 486 2,098

NHK
民間放送事業者

小　　計
合　　　　計

小　　計

ラジオ放送局

中波（ＡＭ）放送局
NHK

ＦＭ補完局

68

民間放送事業者
NHK

民間放送事業者
 コミュニティ放送局

区　　　　分

テレビジョン放送局
デジタル放送

NHK 615

Ｐ１

1,114
Ｐ２
Ｐ３
Ｐ４



東北地域におけるＩＣＴ/ＩｏＴ推進の現状２０２０ 〈第３章〉 

第３章 情報通信の現況  30 
 

社、東経 110 度ＣＳ放送は２０社であり、衛星一般放送事業者は４社となっている。 

     また、放送サービス高度化の一環として４Ｋ・８Ｋ放送を推進している。４Ｋは現行のハ

イビジョンに比べて４倍の画素数、８Ｋは１６倍の画素数を有しており、視聴者は、超高精

細で立体感・臨場感のある映像を楽しむことができる。 

 

                    衛星放送事業者数の推移 

年度末 平成 29 年 平成 30 年 令和元年 

衛星基幹放送 ＢＳ放送 19 22 22 

東経 110 度ＣＳ放送 20 20 20 

衛星一般放送  4  4     4 

計 39 41 41 
     

※ 「BS 放送」、「東経 110 度ＣＳ放送」及び「衛星一般放送」の 2 以上を兼営している者があるため、それ
ぞれの欄の数字と計欄の数値は一致しない。 

           

(3) ケーブルテレビ（テレビジョン放送による有線一般放送） 

ケーブルテレビでは、地上放送及び衛星放送の再放送や、自主チャンネルを含めた多

チャンネル放送が行われている。 

東北管内のケーブルテレビの加入世帯数は、全体で、６８２，８０１世帯となっており、そ

の普及率は１８．２％となっている。 

また、規模別にみると、東北管内では、自主放送を行う登録施設（501 端子以上）の加

入世帯数は６５３，６８６世帯、再放送のみを行う登録施設（501 端子以上）の加入世帯数

は２９，１１５世帯となっている。 

 

※ 令和 2 年 3 月末現在。 ※ 普及率は、令和 2 年 1 月 1 日現在の住民基本台帳世帯数から算出 

※ 上記の統計値については、ＩＰマルチキャスト方式による放送に係るものを含む。 

 

（4） コミュニティ放送局 

コミュニティ放送局は、市町村内の一部の地域において、地域の特色を生かした番組

などを通じて地域のきめ細かな情報を発信するため、平成４年１月に制度化された。 

令和２年３月末現在、東北管内では４２事業者が開局している。 

東北管内の登録施設の施設数と加入世帯数 
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最近は、防災意識の高まりから防災情報提供のインフラとして地方公共団体主導で整

備されるものも多くなっている。 

災害時、一時かつ臨時に開設する「臨時災害放送局」の免許を希望する地方公共団

体等に対し、求めがあった場合に機材を貸与する等の支援も行っている。 

東日本大震災時には、甚大な被害に遭われた地域を含む２４の市町が、災害情報、

被災者支援情報、生活関連情報等を提供するため臨時災害放送局を開設したが、平成

３０年３月末現在で全て閉局した。 

 

(5) エリア放送 

エリア放送は、一の市町村の一部の区域のうち特定の狭小な区域における需要に応

えるために、「ホワイトスペース※」を活用する放送であり、限られたエリアにおいて、地域

の情報発信手段等に電波を有効活用することにより、地域活性化等の社会的諸問題の

解決等に寄与していくことが期待されている。 

※ 「放送用などの目的に割当てられているが、地理的条件や技術的条件によって、他の目的に

も利用可能な周波数」（「新たな電波の活用ビジョンに関する検討チーム」報告書（平成２２年

７月３０日）より。) 

 

現在、東北管内で開設されているエリア放送を行う地上一般放送局は、以下の４局

である。 

 

免許人の名称 無線設備の設置場所 

葛巻町 岩手県岩手郡葛巻町 

三沢市 青森県三沢市 

南相馬市 福島県南相馬市 

独立行政法人 国立高等専門学校機構 宮城県仙台市青葉区 
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３ 電波利用の現況 

 

 （１） 無線局数の推移 

令和元年度末の全国の無線局数は２億６，６２７万局（うち陸上移動局は２億６，２７８

万局）であり、前年度末から１，５２５万局の増加（対前年度比６．１％増）となっている（う

ち陸上移動局は１，５３０万局増加（対前年度比６．２％増））。東北管内の無線局数は３

７．９万局（うち陸上移動局：１０．３万局）であり、前年度末から５,８００局の減少（対前年

度比２％減）となっている（うち陸上移動局は１，６７４局の減少（対前年度比１．６％

減)）。 

各総合通信局等管内における無線局数では、関東管内が全体の９８．５％を占め、東

北管内は０．1％と、全体の６番目となっている。  

 

 無線局数の推移           （単位：局） 

※ 平成２９年度から東北管内の無線局（陸上移動局）は、電気通信事業者による包括免

許局の登録が関東局へ集約されている。 

 

             東北管内の局種別無線局数の推移   （単位：局） 

 

また、特定無線局の開設局数は全国的な LTE&第三世代端末の普及拡大に対応した

基地局が整備されているが、特に LTE に対応する携帯無線通信(屋内小型基地局及び

フェムトセル基地局)が順調な伸びを示しており、東北管内では前年度から１，３９０局の

年度／局種 平成29年度 平成30年度 令和元年度

固定局 10,045 9,573 9,569

基地局 92,087 97,906 97,530

放送局(特定地上基幹放送局) 2,260 2,371 2,391

海岸局 127 123 124

航空局 157 157 157

陸上移動局 3,295,915 105,544 103,870

船舶局
(特定船舶局含む)

5,057 5,025 4,932

航空機局 115 123 126

アマチュア局 44,894 43,718 42,313

簡易無線局 91,658 94,969 98,415

パーソナル無線 324 170 82

その他 14,643 25,713 38,088

合　　計 3,557,282 385,392 397,597
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増加となっている。これは、周波数移行・再編やテレビ受信障害対策の進展により、基地

局の設置が可能な地域が増加したためと考えられる。 

これらの多くは屋内における電波状況の改善等を目的としているものと考えられ、通

信品質向上が進められているものである。 

                      

  （2） 防災関連無線局の現況 

東日本大震災以降、各地方公共団体における地域防災計画の見直し等に伴い、防

災関連無線システムの高度化が進められてきた。消防・救急無線については、平成２８

年５月末までにデジタル化整備が全て完了し、市町村防災行政無線についても順次デ

ジタル化整備が進んでいる（令和元年度末現在、全市町村に対するデジタル化率は全

国６８．７％、東北管内７４．４％）。 

 

また、東北管内の衛星系防災関係無線局については、管内６県の全てで整備されて

いる。地方公共団体から住民への防災情報等の伝達が重要になっていることから、Ｌ

アラート(災害情報共有システム)、Ｊアラート、緊急速報メール、コミュニティＦＭ、エリア

放送など多様な情報伝達手段が導入されている。 

 

 

 

東北管内の市町村防災行政無線の整備状況（ＭＣＡ無線を含む。）（令和２年３月末現在） 
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  (3) 無線従事者数の推移 

    東北管内における無線従事者数は、令和元年度末で約５５万人となっており、全国に

おける割合は８．１％となっている（全国約６７７万人）。 

    

 

 

 

 

 

 

 

【無線従事者数の年度別推移】
（単位：人）

平成28年度 525,097 (8.0%) 6,525,305

平成29年度 532,359 (8.1%) 6,606,571

平成30年度 539,401 (8.1%) 6,688,885

令和元年度 545,787 (8.1%) 6,768,565

全国
東北

()内は全国における割合
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